
様式 １　公表さ べき事項

国立研究開発法人国立国際医療研究センタ の役職員の報酬 給与等について

Ⅰ 役員報酬等 い

役員報酬 い 基本方針 関 事項

当法人 主要事業 専門的 療 提供 治療技術 開発 あ

役員報酬水準 検討 あた 当法人 く 研究開発 主要 業

N 法人 うち 常勤職員数 当法人 , 人 比較的 等 認

以 法人 参考 た

国立 研究セン ･･･当該法人 国立研究開発法人 専門的 療 提供

治療技術 開発 実施 い 常勤職員数 , 人 科学 野 研究 実施

公表資料 ば 度 長 間報酬額 そ , 千 あ 理事

い そ , 千 あ

当法人 い 業績 俸 い 当該常勤役員 前 度 業績 俸

額 厚生労働大臣 業績評価結果 踏 え 以 以

範 理事長 定 割合 乗 得た額 い

法人 長

理事 理事 い 本給 , た , あ

理事 非常勤 国立国際 療研究セン 役員報酬規程 則 日額 , い

改定

監事 非常勤 国立国際 療研究セン 役員報酬規程 則 日額 , い

改定

  役員報酬支給基準 例 俸及び業績 俸 構 さ い
額 い 国立国際 療研究セン 役員報酬規程 則 本給
, , 地域手当 , 加算 算出 い

業績 俸 い 国立国際 療研究セン 役員報酬規程 則
前 度 業績 俸 額 そ 者 職 実績 応 以

以 範 理事長 定 割合 乗 得た
額 あ

業績 俸 支給額 支給 場合 支給 場合
乗 さ 基準日以前 箇 以 期間

そ 者 在職期間 応 た割合 乗 得た額 い
 度 主 改定点[ 日施行]
○地域手当 引 % . % 引 行 た

 地域手当 関 日 遡 適用

    度 役員報酬 い 業績 映 させ方 業績給 組 及び導入
実績 含

 役員報酬基準 容及び 度 改定 容

    役員報酬 支給水準 設定 い 考え方

別 添



役員 報酬等 支給状況
度 間報酬等 総額

報酬 給 賞 就任 退任
千 千 千 千

20,228 12,660 5,273 2,295
地域手当

H24.4.1

千 千 千 千

17,496 10,944 4,558
24

1,970
通勤手当
地域手当

H26.4.1

千 千 千 千

16,040 10,008 4,168
50

,
通勤手当
地域手当

H27.4.1

千 千 千 千

720 720 0 0 H26.4.1

千 千 千 千

1,020 1,020 0 0 H26.4.1

千 千 千 千

1,260 1,260 0 0 H26.4.1

千 千 千 千

900 900 0 0 H26.4.1

千 千 千 千

2,460 2,460 0 0 H26.4.1

千 千 千 千

1,080 1,080 0 0 H26.4.1

注 ： そ 欄 手当等 支給さ い 場合 例えば通勤手当 総額 記入
注 ： 前職 欄 役員 前職 種類 以 記号 付

 退職公 員 役員出向者 ◇ 独立行政法人等 退職者 ※ 退職公 員 そ 後
       独立行政法人等 退職者 ※ 該当 い場合 空欄
注 ： 地域手当 民間 賃金 物価及び生計費 特 高い地域 在勤 役員 支給

い あ
注 千 未満四捨五入

法人 長

理事

理事

監事
非常勤

監事
非常勤

そ 容

理事
非常勤

前職

理事
非常勤

就任 退任 状況
役

理事
非常勤

理事
非常勤



役員 報酬水準 妥当性 い
法人 検証結果
法人 長

当法人 使命 感染症そ 疾患 あ そ 適 療 確保

た 海外 症例 集そ 国際的 調査及び研究 特 必要

以 感染症そ 疾患 いう 係 療並び 療 係

国際協力 関 調査 研究及び技術 開発並び 業 密接

関連 療 提供 技術者 研修等 行う 国 療政策

感染症そ 疾患 関 高度 専門的 療 療 係 国際協力等

向 公衆衛生 向 及び増進 寄 あ

そう た組織 中 当法人 理事長 国 感染症そ 疾患

係 研究 療水準 向 目指 セン 病院 研究所 国府台病院

臨床研究セン 国際 療協力局 国立看護大学校 部門等 , 人

超え 常勤職員 ほ レ ン や研修 統率 感染症そ

疾患等 野 臨床研究や人材育 面 果 生 出

た 高いマネ メン 能力やリ ップ 研究 野 関 高度 専門性

加え 法人 ップ 職員や国民 信頼 得 人物 求 い

当法人 理事長 報酬 当法人 く 研究開発 主要 業

常勤職員数 比較的 等 認 N 法人 公開資料 入手 た

独立行政法人国立 研究セン 長 度 報酬水準 間

, 千 比較考慮 たうえ 決定さ た 度報酬

額 減額措置 基 く額 あ た 度 い 前 度 報酬額

少 増え 見込 う た職 特性や 法人 比較

踏 え 報酬水準 妥当 考え

た 当法人 度業 実績評価結果 い 項目中Ｓ評価

項目 Ａ評価 項目 評価 項目 あ 点 踏 え 報酬水準

妥当 考え

理事 当法人 使命 感染症そ 疾患 あ そ 適 療 確保

た 海外 症例 集そ 国際的 調査及び研究 特 必要

以 感染症そ 疾患 いう 係 療並び 療 係

国際協力 関 調査 研究及び技術 開発並び 業 密接

関連 療 提供 技術者 研修等 行う 国 療政策

感染症そ 疾患 関 高度 専門的 療 療 係 国際協力等

向 公衆衛生 向 及び増進 寄 あ

そう た組織 中 当法人 理事 国 感染症そ 疾患 係 研究

療水準 向 目指 感染症そ 疾患等 野 臨床研究や

人材育 面 果 生 出 た 高いマネ メン

各方面 関 高度能力や 研究 野 関 高度 専門性 求

加え 法人 役員 理事長 補佐 責 い

当法人 理事 報酬 当法人 く 研究開発 主要 業

常勤職員数 比較的 等 認 N 法人 公開資料 入手 た

独立行政法人国立 研究セン 理事 度 報酬水準 間

, 千 比較考慮 たうえ 決定さ た 度報酬額

減額措置 基 く額 あ た 度 い 前 度 報酬額

少 増え 見込 う た職 特性や 法人 比較 踏 え

報酬水準 妥当 考え

た 当法人 度業 実績評価結果 い 項目中 Ｓ評価

項目 Ａ評価 項目 評価 項目 あ 点 踏 え 報酬水準

妥当 考え



理事 非常勤 当法人 使命 感染症そ 疾患 あ そ 適 療 確保

た 海外 症例 集そ 国際的 調査及び研究 特 必要

以 感染症そ 疾患 いう 係 療並び 療 係

国際協力 関 調査 研究及び技術 開発並び 業 密接

関連 療 提供 技術者 研修等 行う 国 療政策

感染症そ 疾患 関 高度 専門的 療 療 係 国際協力等

向 公衆衛生 向 及び増進 寄 あ

そう た組織 中 当法人 非常勤理事 国 感染症そ 疾患

係 研究 療水準 向 目指 感染症そ 疾患等 野

臨床研究や人材育 面 果 生 出 た 高いマネ メン

各方面 関 高度能力や 研究 野 関 高度 専門性 求

加え 法人 役員 理事長 補佐 責 い

う た職 特性 踏 え 報酬水準 妥当 考え

監事 非常勤   当法人 監事 セン 部統制 業 適正 効率的 運営

資 会計経理 適正 期 目的 定

監査報告書 主 大臣 提出 職 た 会計 関

高度 専門性 加え 合理的 断 常 公正 偏 態度 保持

人物 求 い

う た職 特性 踏 え 報酬水準 妥当 考え

主 大臣 検証結果
 当該役員 報酬 研究開発 主要 業 法人 役員 報酬額

比較 妥当 水準 あ 考え た 役員 職 容 特性や

度業 実績評価結果 鑑 妥当 報酬水準 あ 考え



役員 退職手当 支給状況 度中 退職手当 支給さ た退職者 状況

支給額 総額 退職 日 業績 案率 前職

千

該当者

千

該当者

千

該当者

千

該当者

千

該当者

千

該当者

千

該当者

千

該当者

千

該当者

注： 前職 欄 退職者 役員時 前職 種類 以 記号 付
退職公 員 役員出向者 ◇ 独立行政法人等 退職者 ※ 該当 い場合 空欄退職公 員 役員出向者 ◇ 独立行政法人等 退職者 ※ 退職公 員 そ 後
独立行政法人等 退職者 ※ 該当 い場合 空欄

理事

法人 長

理事

監事
非常勤

理事
非常勤

理事
非常勤

理事
非常勤

監事
非常勤

理事
非常勤

法人 在職期間



退職手当 水準 妥当性 い
主 大臣 断理由等

業績給 組 及び導入 関 考え方

－ 記載 組 い 今後 い

該当者

理事
非常勤

理事

理事

監事
非常勤

監事
非常勤

断理由
該当者

該当者

該当者

理事
非常勤

法人 長

注： 断理由 欄 法人 業績 担当業 業績及び個人的 業績 検討結果 含 業績 案
 率及び退職手当支給額 決定 到 た理由等 具体的 記入

該当者

該当者

該当者

該当者

該当者

理事
非常勤

理事
非常勤



Ⅱ 職員給与 い
職員給与 い 基本方針 関 項

当法人 職員 給与水準 検討 あた 当法人 同 く 研究開発 主要 業務
N 法人 うち 常勤職員数 当法人 人 比較的同等 認 以 法人 職種別

均支給額 参考 た
国立研究開発法人国立 研究センタ ･･･当該法人 同 国立研究開発法人 専門的 療
提供 治療技術 開発 実施 点 共通 法人規模 い 同等 法人規模 常勤

職員数 人 い 務･技術職員 均 間支給額 千 研究職員 千
病院 師 千 病院看護師 千 い

  当法人 い 業績手当 基礎的支給部分 業績反映部分 構成さ
業績反映部分 額 理 長 定 基準 理 長 職員 業績 応 定 た額
業績反映部分算定基礎額 基準日現在 い 職員 う 基本給月額並び 対

地域手当及び研究員調整手当 月額 合計額
業務遂行能力評価 職員 職務及び責務 応 た業務 遂行 能力及び姿勢 評価 業務
実績評価 職員 職務及び責務 応 た業務 目標 係 進捗状況及び達成状況並び センタ
又 業場 対 業務貢献 評価 観点 職員 業績 評価 そ 評価結果
AA～ 五段階 分 最高 AA い % 最 い % 業績手当
増減率 反映

 給与制度 容及び 成 度 主 改定 容

  国立国際 療研究センタ 職員給与規程 則 基本給及び諸手当 役職手当 扶養手当
地域手当 広域異動手当 居手当 通勤手当 単身赴任手当 特殊勤務手当
附加職務手当 超過勤務手当 宿日直手当 役職職員特別勤務手当 業績手当 師手当
研究員調整手当 専門看護手当及び 療専門資格手当 い
  業績手当 基礎的支給部分 業績反映部分 基礎的支給部分 い
基礎的支給部分算定基礎額 基本給＋扶養手当＋地域手当＋研究員調整手当

月 支給 場合 い 分 月 支給 場合 い
分 乗 さ 基準日以前 箇月以 期間 そ 者

在職期間 応 た割合 乗 得た額 い 業績反映部分 額 業績反映部分
算定基礎額 基本給＋地域手当＋研究員調整手当 理 長 定 基準
理 長 職員 業績 応 定 た額
  人 院勧告 成 月 日 踏 え

基本給 引
地域手当 引 ％
業績手当 引 月分 行 た

職員給与 支給水準 設定等 い 考え方

職員 発揮 た能率又 職員 勤務成績 給与 反映方法 い 考え方 業績給
組 及び導入実績 含



職員給与 支給状況

職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千 千 千 千

1,143 36.6 5,957 4,491 101 1,466

人 歳 千 千 千 千

66 42.7 6,715 5,025 156 1,690

人 歳 千 千 千 千

11 40.4 6,092 4,501 212 1,591

人 歳 千 千 千 千

82 42.6 11,927 9,422 97 2,505

人 歳 千 千 千 千

728 34.0 5,187 3,882 68 1,305

人 歳 千 千 千 千

27 52.2 6,184 4,573 143 1,611

人 歳 千 千 千 千

187 37.6 5,499 4,118 192 1,381

人 歳 千 千 千 千

32 49.2 9,320 6,920 152 2,400

人 歳 千 千 千 千

10 37.5 5,028 3,747 108 1,281

注 ： 記職種以外 職種 い 該当 職員 い いた 欄 記載 い い

注 ：技能職種 看護補助者等 病院 調理師 ボイラ 技士等 従 職員 あ

注 ： 療職種 療技術職 病院 薬剤師 診療放射線技師 臨床検査技師 栄養士

臨床工学技士 理学療法士 作業療法士 視能訓練士 言語聴覚士 歯科衛生士 歯科技工士

心理療法士等 従 職員 あ

注 ：教育職種 看護師養成所教員 国立看護大学校 勤務 職員 教授や准教授等

従 職員 あ

注 ：福祉職種 児童指導員等 病院 療社会 業専門員 従 職員 あ

人 歳 千 千 千 千

10 39.5 6,890 5,369 72 1,521

人 歳 千 千 千 千

10 39.5 6,890 5,369 72 1,521

注： 記職種以外 職種 い 該当 職員 い いた 欄 記載 い い
注：常勤職員 い 在外職員 任期付職員及び再任用職員 除く

福祉職種
児童指導員等

教育職種
看護師養成所教員

療職種
療技術職

技能職種
看護補助者等

療職種
病院看護師

研究職種

うち所定
成 度 間給与額 均

総額
人員

任期付職員

研究職種

分

療職種
病院 師

常勤職員

うち賞与均 齢

務 技術



職種別支給状況 俸制適用者

うち通勤手当
人 歳 千 千 千 千

113 53.8 15,256 11,829 109 3,427

人 歳 千 千 千 千

1

人 歳 千 千 千 千

94 53.4 15,686 12,228 101 3,458

人 歳 千 千 千 千

18 55.8 13,006 9,763 132 3,243

注 ： 記職種以外 職種 い 該当 職員 い いた 欄 記載 い い

注 ：研究職種 い 該当者 人 た 当該個人 関 情報 特定さ そ

あ 人数以外 記載 い い

人 歳 千 千 千 千

29 44.8 9,267 6,973 131 2,294

人 歳 千 千 千 千

1

人 歳 千 千 千 千

28 44.3 9,351 7,028 127 2,323

注 ： 記職種以外 職種 い 該当 職員 い いた 欄 記載 い い

注 ： 務･技術職種 い 該当者 人 た 当該個人 関 情報 特定さ そ
あ 人数以外 記載 い い

任期付職員

分 うち賞与

務 技術

研究職種

常勤職員

院長等

副院長等
副院長･部長･ 長

副所長等
副所長･部長･室長

人員 均 齢
成 度 間給与額 均

総額 うち所定



注 間給 額 通勤手当を除い 状況 あ 以

注 い 該当者 人以 第 四 及 第 四 表示 省略

注 い 該当者 人以

第 四 及 第 四 表示 省略

注 い 該当者 人以 均給 額 表示 省略

齢別 間給 布状況 事 技術職員／研究職員／ 療職員 病院 師 ／ 療職員 病院
看護師 在外職員 任期付職員及 再任用職員を除く 以
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注 い 該当者 人以 均給 額 及 第 四 第 四 表示 省略
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事 技術職員

均
代表的職 人 千

1 - -

6 55.5 9,829

15 50.6 8,551

21 38.8 5,922

2 - -

21 35.2 4,653

注 部部長 部主任 該当者 人 個人情報 特定さ そ あ

均 齢及 間給 額 い 記載 い い

研究職員

均
代表的職 人 千

14 56.6 13,554

4 - -

10 39.5 6,819

11 40.4 5,880

注 部研究課長 該当人数 人以 個人情報 特定さ そ あ

  間給 最高額最 額 い 記載 い い

療職員 病院 師

均
代表的職 人 千

1 - -

6 56.7 17,010

87 53.0 15,433

82 42.6 11,830

注 院長 該当人数 人 個人情報 特定さ そ あ

  間給 最高額最 額 い 記載 い い

～

～

-

院長
副院長

診療科長
師

-

～

～

～

布状況を示 グル プ 人員 均 齢
間給 額

最高～最
千

均 齢
間給 額

最高～最
千

部研究部長
部研究課長

部主任研究員
部研究員

～

～

～

-

職 別 間給 布状況 事 技術職員／研究職員／ 療職員 病院 師 ／ 療職員 病院
看護師

布状況を示 グル プ

部部長
部課長

部課長補佐
部係長
部主任
部係員

千

-

間給 額

最高～最

～

～

人員

布状況を示 グル プ 人員

均 齢



療職員 病院看護師

均
代表的職 人 千

2 - -

5 50.9 8,504

37 47.3 7,689

79 40.8 6,167

605 32.0 4,781

注 総看護師長 該当人数 人以 個人情報 特定さ そ あ

  均 齢及 間給 均額 い 記載 い い

事 技術職員

夏季 月 冬季 月 計
％ ％ ％

52.4 53.0 52.7

％ ％ ％

査定支給 勤勉相当
均

47.6 47.0 47.3

％ ％ ％

         最高～最 ～ ～ ～

％ ％ ％

59.1 60.2 59.7

％ ％ ％

査定支給 勤勉相当
均

40.9 39.8 40.3

％ ％ ％

         最高～最 ～ ～ ～

研究職員

夏季 月 冬季 月 計
％ ％ ％

0.0 0.0 0.0

％ ％ ％

査定支給 勤勉相当
均

100.0 100.0 100.0

％ ％ ％

         最高～最 ～ ～ ～

％ ％ ％

30.4 32.0 31.2

％ ％ ％

査定支給 勤勉相当
均

69.6 68.0 68.8

％ ％ ％

         最高～最 ～ ～ ～

一般
職員

一 支給 期 相当

管理
職員

一 支給 期 相当

千

総看護師長
副総看護師長

看護師長
副看護師長

看護師

－

～

～

～

～

布状況を示 グル プ 人員 均 齢
間給 額

最高～最

一般
職員

一 支給 期 相当

賞 成 度 査定部 比率 事 技術職員／研究職員／ 療職員 病院 師 ／
療職員 病院看護師

管理
職員

一 支給 期 相当



療職員 病院 師

夏季 月 冬季 月 計
％ ％ ％

1.0 0.5 0.8

％ ％ ％

査定支給 勤勉相当
均

99.0 99.5 99.2

％ ％ ％

         最高～最 ～ ～ ～

％ ％ ％

59.4 60.7 60.1

％ ％ ％

査定支給 勤勉相当
均

40.6 39.3 39.9

％ ％ ％

         最高～最 ～ ～ ～

療職員 病院看護師

夏季 月 冬季 月 計
％ ％ ％

51.5 52.6 52.1

％ ％ ％

査定支給 勤勉相当
均

48.5 47.4 47.9

％ ％ ％

         最高～最 ～ ～ ～

％ ％ ％

59.6 61.0 60.4

％ ％ ％

査定支給 勤勉相当
均

40.4 39.0 39.6

％ ％ ％

         最高～最 ～ ～ ～

管理
職員

一 支給 期 相当

一般
職員

一 支給 期 相当

管理
職員

一 支給 期 相当

一般
職員

一 支給 期 相当



給 水準 妥当性 検証等

事 技術職員

主 大臣 検証結果
地域 学 を 案 給 水準 国家公 員 い水準 い

今 適正 給 水準 在 方 い 検討を進 い い

容

支出予算 総額 占 国 財政支出 割合 ％
国 財政支出額 百万 支出予算 総額 百万

成 度予算
累積欠損額 百万 成 度決算  
管理職 割合 ％ 常勤職員数 中
大卒以 高学 者 割合 ％ 常勤職員数 中
支出総額 占 給 報酬等支給総額 割合 ％
支出総額 百万 給 報酬等支給総額 百万

成 度決算

法人 検証結果
成 度 数値 国家公 員 水準を 回 い

法人 事業所 東京 あ 国家公 員 比較 職員 占 大学
卒業者 割合 高い 原因 考え 大卒者以 高学 者 割合

％ 国  ％
比較 高く い

事 技術職員 管理職 割合 ％ 国 俸給 特別調整額
対象者割合  ％を 回 い 事 職員 い 新規採用
者を厳 く抑制 い い 理由 あ

齢 地域 案

項目

国 比べ 給 水準
高く い 理由

講 措置

齢 学 案

齢 地域 学 案

齢 案

対国家公 員
指数 状況

成 度 対国家公 員指数 現状 推移 場合 対国家
公 員指数 齢 地域 学 案 見込 当法
人 事業運営 民間 療機 給 及 国家公 員 給 等を総合的
考慮 効率化 部 い 引 削減を進
適 水準 確保 い 検討

成 度 成 度公表 対国家公 員指数 齢 地
域 学 案 概 以 う 適 給 水準 確保 い 検
討

  当法人 地域手当 戸山地 % 清瀬地 % 国府 地 % 療
研究連携加算 %を含 ｡ を支給 い 加え 地域手当 受給率 国

高い 成 度 国家公 員給 実態調査 国 い
地域手当 行政職俸給表 一 受給人数率 % あ 当法人

成 度地域手当 行政職俸給表 一 受給人数率 %
国 比べ 給 水準 高く い 考え

裏付 一 地域 比較 地域 案 要素 加
わ 対国家公 員指数 齢 地域 案 齢 地域 学 案

い く い

給 水準 妥当性
検証



研究職員

主 大臣 検証結果
地域 学 を 案 国家公 員 高い水準 あ 国民
皆様 納得 い う 一層 給 水準 見直 い 十 検

討 い い

国 比べ 給 水準
高く い 理由

当センタ 地域手当 受給率 国 高い 成 度 国家公
員給 実態調査 国 い 地域手当 研究職俸給表 受給人

数率 % あ 当法人 成 度地域手当 研究職俸給
表 受給人数率 % 国 比べ 給 水準 高く い
考え

裏付 一 地域 比較 地域 案 要素 加
わ 対国家公 員指数 齢 地域 案 く い

給 水準 妥当性
検証

講 措置

成 度 対国家公 員指数 現状 推移 場合
齢 地域 学 案 見込 研究職員 い

優秀 人材を確保 当法人 事業運営 民間研究機 研究職員
給 及 国家公 員 研究職員 給 等を総合的 考慮 成

度 成 度公表 対国家公 員指数 齢 地域 学 案
概 以 う 適 給 水準 確保 い 検討

項目

法人 検証結果
成 度 数値 国家公 員 水準を 回 い

法人 事業所 東京 あ 地域手当 支給割合 高い 原因 考え

支出予算 総額 占 国 財政支出 割合 ％
国 財政支出額 百万 支出予算 総額 百万

成 度予算
累積欠損額 百万 成 度決算  
管理職 割合 ％ 常勤職員数 中
大卒以 高学 者 割合 ％ 常勤職員数 中
支出総額 占 給 報酬等支給総額 割合 ％
支出総額 百万 給 報酬等支給総額 百万

成 度決算

容

対国家公 員
指数 状況

齢 案

齢 地域 案   

齢 学 案  

齢 地域 学 案   



病院 師

支出予算 総額 占 国 財政支出 割合 ％
国 財政支出額 百万 支出予算 総額 百万

成 度予算
累積欠損額 百万 成 度決算  
管理職 割合 ％ 常勤職員数 中
大卒以 高学 者 割合 ％ 常勤職員数 中
支出総額 占 給 報酬等支給総額 割合 ％
支出総額 百万 給 報酬等支給総額 百万

成 度決算

対国家公 員
指数 状況

齢 案

齢 地域 案  

主 大臣 検証結果
師 確保 療 質 向 安全 確保等 欠 あ 病

院経営 い 業 益等 確保 基 的 重要 事項
あ 師 給 水準 い 特 配慮 べ 考え

今 師 確保状況等を考慮 適正 給 水準 在 方
い 必要 検討を進 い い

項目

給 水準 妥当性
検証

法人 検証結果
成 度 数値 国家公 員 水準を 回 い 民間

療法人 師 間 均給 額 千 成 度実施第 回
療経済実態調査 回調査 あ 当法人 必要 人材を確保

競合 業種 属 民間事業者 法人等 給 水準 比較
程度 給 水準 必要 あ

病院 師 管理職 割合 ％ 国 俸給 特別調整額対象
者割合 ％を 回 い 影響 い 考え

病院 師 い 診療体制 応 適 配置を い い 理由
あ

講 措置

成 度 対国家公 員指数 現状 推移 場合 成
度 様 齢 地域 学 案 見込

師 足 い 当法人 い 例外 い あ 師
確保状況 配慮 当法人 事業運営 民間 療機 師 給

及 国家公 員 師 給 等を総合的 考慮 成 度
成 度公表 対国家公 員指数 齢 地域 学 案 概

以 う 適 給 水準 確保 い 検討

齢 学 案  

齢 地域 学 案   

国 比べ 給 水準
高く い 理由

役職手当 支給対象を 国 俸給 特別調整額 準
病院 師 管理職 割合 ％ 国 俸給 特別調整額対象者
割合 ％を 回 い 対国家公 員指数を 回 い 理由
考え

当法人 地域手当 ％ ％ 支給額 国 高い 成
度 国家公 員給 実態調査 国 い 地域手当 療職俸

給表 一 均額 あ 当法人 成 度地域手
当 療職俸給表 一 均額 給 水準 い 国を
回 い う 理由 考え ｡

容



病院看護師

法人 検証結果
 成 度 数値 国家公 員 水準を 回 い

法人 事業所 東京 あ 地域手当 戸山地 ％ 国府 地
％ 療研究連携加算 ％を含 高い 国家公 員 比

較 職員 占 大学卒業者 割合 高い 原因 考え
病院看護師 管理職 割合 ％ 国 俸給 特別調整額対象

者割合  ％を 回 い 病院看護師 い 診療体制
応 適 配置を い い 理由 あ

大卒者以 高学 者 割合 ％ 国 ％ 比較 高く い

支出予算 総額 占 国 財政支出 割合 ％
国 財政支出額 百万 支出予算 総額 百万

成 度予算
累積欠損額 百万 成 度決算  
管理職 割合 ％ 常勤職員数 中
大卒以 高学 者 割合 ％ 常勤職員数 中
支出総額 占 給 報酬等支給総額 割合 ％
支出総額 百万 給 報酬等支給総額 百万

成 度決算

容
齢 案

齢 地域 案  

齢 学 案  

齢 地域 学 案   

国 比べ 給 水準
高く い 理由

国 俸給 特別調整額 準 役職手当 支給 対国家公 員指
数を 回 い 理由 考え 病院看護師 管理職 割
合 ％ 国 俸給 特別調整額対象者割合 ％を 回 い

当センタ 看護大学校 あ 大学校 卒業者 多く看護師
在職 い 影響 い 考え 大卒者以 高学 者

割合 ％ 国 ％ 比較 高く い

国家公 員 水準を 回 い 理由 法人 事業所 東京
あ 地域手当 戸山地 ％ 国府 地 ％ 療研究連携加算 ％

を含 高い 当センタ 地域手当 受給率 国 高い
成 度 国家公 員給 実態調査 国 い 地域手当

療職俸給表 受給人数率 % あ 当法人 成
度地域手当 療職俸給表 受給人数率 % 国 比べ

給 水準 高く い 考え
裏付 一 地域 比較 地域 案 要素 加

わ 対国家公 員指数 齢 地域 案 齢 地域 学
案 い く い

給 水準 妥当性
検証

講 措置

成 度 対国家公 員指数 現状 推移 場合
齢 地域 学 案 見込 看護師 足 い

当法人 い 例外 い あ 看護師 確保状況 配慮
当法人 事業運営 民間 療機 看護師 給 及 国家公 員

看護師 給 等を総合的 考慮 成 度 成 度公表
対国家公 員指数 齢 地域 学 案 概 以

う 適 給 水準 確保 い 検討

主 大臣 検証結果
地域 学 を 案 国家公 員 高い水準 あ 国民
皆様 納得 い う 一層 給 水準 見直 い 十 検

討 い い

対国家公 員
指数 状況

項目



モデル給
○ 大卒初任給 独身  

月額  間給  
○ 部課長補佐 配偶者 子 人  

月額  間給  
○ 部課長 配偶者 子 人  

月額  間給  

業績給 組 及 導入 考え方

賞 業績 俸
基 俸表適用職員 い 前 度 業 実績を考慮

範囲 定 割合を前 度 業績 俸 乗 額を支給
賞 業績手当 業績 映部

常勤職員 基 俸表適用職員を除く い 業績 応 定 割合を
算定基礎額 乗 額を支給
賞 業績手当 度 賞

理事長 定 基準 基 く当該 度 業 支 特 良好 場合
職員 業績 応 割合を 理事長 定 額 乗 支給
業績手当 い 今 い



総人件費 い

成 度

千

(A)
千

千

千

(D) 2,118,923
千

＋ ＋ ＋

総人件費 い 参考 事項

良質 療 提供 師 看護師等 療従事者を増員 給 費 増加

成 月 日付 人事院勧告を踏 え

基 給 引

  地域手当 引 ％

業績手当 引 月   を実施

 要因 前 度 比較 給 報酬等支給総額 計 千 増加

退職手当 い 前 度 比較 一人あ 退職手当金額 増

勧奨退職者等 増 前 度 比較 退職手当 支給額 増加 千 増

退職手当 い 国家公 員 退職手当 支給水準引 等 い 成 月 日 議

決定 基 く措置 容 従い 成 月 日以降 調整率 実施中

 要因 前 度 比較 最広義人件費 計 千 増加

そ

特

13,652,458
給 報酬等支給総額

488,137

2,796,131

19,055,649

退職手当支給額

福利厚生費

注 中期目標管理法人及 国立研究開発法人 い 中期目標期間又 中長期目標
 期間 開始 度 当 度 を記載 行政執行法人 い 当 度 を
 記載

最広義人件費

非常勤役職員等給


